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第１章 ビジョン策定の趣旨 

 
 
   

Ⅰ これまでのあいちの健康福祉 

 
○ 愛知県では、平成 13 年（2001 年）3 月に「自立と自己実現を支える福祉」を基本

目標とした「21 世紀あいち福祉ビジョン」を策定し、ビジョンの実効性、具体性

を高めるため、各分野の取組方向や重点的に実施すべき施策・事業の具体的な

目標を掲げた実施計画を策定し、その目標達成を県政の最重要課題の一つとして県

民福祉の向上を図ってきました。 
 

区  分 計画期間 

ビジョン 平成 13 年度(2001 年度)～平成 22 年度(2010 年度) （10 年間） 

第 1 期実施計画 平成 13 年度(2001 年度)～平成 16 年度(2004 年度) （4 年間） 

第 2 期実施計画 平成 15 年度(2003 年度)～平成 19 年度(2007 年度) （5 年間） 

第 3 期実施計画 平成 18 年度(2006 年度)～平成 20 年度(2008 年度) （3 年間） 

 

第 4 期実施計画 平成 21 年度(2009 年度)～平成 22 年度(2010 年度) （2 年間） 

 
○ 21 世紀あいち福祉ビジョンの推進については、ビジョン策定後、介護保険制度の

一部改正（平成 17 年度(2005 年度)）や障害者自立支援法の施行（平成 18 年度(2006
年度)）などの制度改正に対応しながら県内市町村などの努力ともあいまって、平成

21 年度（2009 年度）においては、数値目標を設定し進行管理を行っている主要事業

のうち、70％以上の事業において 90％以上の達成率となっており、概ね順調に進ん

できました。 
 
○ 21 世紀あいち福祉ビジョンの５つの分野ごとの主な取組状況は次のとおりです。 
 
 
○ 平成 12 年（2000 年）3 月に、すべての国民が健やかで心豊かに生活できる活力あ

る社会を築くため、国において「21 世紀における国民健康づくり運動（健康日本 21）」
が策定されました。また、同年 11 月には親と子が健やかに暮らせる社会づくりを目

指す「健やか親子 21」が策定されました。 
 
○ 本県では、こうした国の基本的考え方に基づき、平成 13 年(2001 年)3 月に「健康

日本 21 あいち計画」を策定して、あいち健康プラザ（東浦町）を中心に、県民や県、
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市町村、健康関連団体等が連携を図り、健康づくりの場の提供や健康づくりに携わる

人材の養成など、県民の健康づくりに取り組んできました。 
 
○ 平成 15 年(2003 年)5 月には健康増進法が施行され、「健康日本 21」に基づいた国

民の健康づくりをさらに積極的に推進するための法的基盤が整備されました。 
本県では、こうした動きに対応しつつ、平成 18 年(2006 年)3 月には、長生きして

よかったと思えるあいちづくりを推進するため、「健康長寿あいち宣言」を発表し、

産・学・行政の協働のもと、県民の健やかな成長といきいきとした健康長寿の実現を

目指した取組を進めています。 
 
○ 平成 19 年(2007 年)4 月には、国民の健康長寿の延伸に向け、予防を重視した健康

づくりを展開するため、国において「新健康フロンティア戦略」が取りまとめられ、

働き盛り、女性、高齢者の国民各層を対象に「生活習慣病対策の推進」、「女性のがん

緊急対策」、「介護予防の推進」などに係る施策が進められています。 
 また、同じく平成 19 年(2007 年)4 月には、メタボリックシンドローム（内臓脂肪

症候群）に着目した特定健診・特定保健指導の効果的・効率的な実施を図るため、「標

準的な健診・保健指導プログラム」が策定され、平成 20 年度(2008 年度)から特定健

診・特定保健指導が開始されました。こうした中、本県では、さらに全世代を対象と

したメタボリックシンドローム対策を進めることとしています。 
 
○ 今後、超高齢社会へ突入し、75 歳以上の高齢者の急増が見込まれる中、健康寿命

を伸長していくことが大切になります。 
 

国 の 動 き 本 県 の 動 き

平 成 11年 度 （1999年 度 ）
２１ 世 紀 に お け る 国 民 健 康 づ く
り運 動 （健 康 日 本 ２１ ）策 定

健 や か 親 子 ２１ 策 定

平 成 12年 度 （2000年 度 ） 健 康 日 本 ２１ あ い ち 計 画 策 定

平 成 15年 度 （2002年 度 ） 健 康 増 進 法 施 行

平 成 17年 度 （2005年 度 ） 健 康 長 寿 あ い ち 宣 言

健 康 日 本 ２１ あ い ち 計 画 （改
定 ）

平 成 19年 度 （2007年 度 ） 新 健 康 フ ロ ン テ ィア 戦 略 策 定
健 康 日 本 ２１ あ い ち 計 画 （追
補 ）策 定

平 成 20年 度 （2008年 度 ） 特 定 健 診 ・特 定 保 健 指 導 開 始

年 　度

【国 ・県 の 動 き 】
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○ 本県では、自立を支える福祉環境を構築するため、平成 6 年（1994 年）に「人にや

さしい街づくりの推進に関する条例」を制定し、高齢者、障害のある人等を含むすべ

ての県民があらゆる施設を円滑に利用できる人にやさしい街づくりの推進を図って

きました。平成 16 年（2004 年）の条例改正では、条例制定後の少子高齢化の急速な

進展、障害のある人の社会参加の高まりといった社会状況の変化や、平成 12 年（2000
年）の「高齢者・身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関す

る法律」（交通バリアフリー法）の制定、平成 15 年（2003 年）の「高齢者・身体障

害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（ハートビル法）

の改正などの法整備に対応し、対象施設の拡大や内部障害のある人、乳幼児連れの人

等多様な利用者にも配慮した整備基準の拡充等の規定を追加しました。 
 
○ また、平成 18 年（2006 年）にハートビル法及び交通バリアフリー法を統合・拡充

し制定された、高齢者・障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリ

ー法）では、計画段階から高齢者、障害のある人等の参画を得ながら、交通用施設、

生活関連施設や経路の整備を進める仕組みが盛り込まれる等がなされており、多様な

利用者に対応した、より一層の人にやさしい街づくりを進めることが必要となります。 
 
 
 
 
○ 本県の合計特殊出生率は平成 15 年（2003 年）に過去最低の 1.32 となりました。

平成 21 年（2009 年）は 1.43 で、安定的に人口を維持するために必要な 2.07 を大き

く下回っている状況が続いています。少子化の原因として未婚化・晩婚化に加え、経

済的な負担や、子育てに対する心理的・肉体的な負担感など様々な理由により、子ど

もをあきらめる家族も多く、子どもの数の減少という傾向が強くなったことが背景に

あると考えられます。 
こうした中、社会全体で次世代の育成を支援し少子化の流れを変えるため、平成

15 年(2003 年)7 月に「少子化社会対策基本法」及び「次世代育成支援対策推進法」

が制定されました。これにより、国・都道府県・市町村・事業主が一体となって、少

子化の流れを変えるための総合的な取組が推進されることになりました。 
 
○ 本県でも平成 17 年(2005 年)3 月に「あいち 子育て・子育ち応援プラン」（愛知県

次世代育成支援対策行動計画）を策定し、その後、平成 19 年(2007 年)3 月に「愛知

県少子化対策推進条例」を制定、同年 11 月にはこの条例の推進体制として愛知県少

子化対策推進会議を設置し「あいち子育て応援宣言」を採択しました。また、この宣

言の趣旨を具体化する取組として毎月 19 日を「子育て応援の日（はぐみんデー）」と

する県民運動を平成 21 年（2009 年）3 月から開始するなど、県民や事業者と一体と

なった少子化対策の取組を進めてきました。 
これにより、放課後児童クラブや地域子育て支援センター（地域子育て支援拠点）

第 2 分野：子どもが健やかに育ち、子育てに夢をもてる、環境づくりの推進 
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等の子どもや子育て家庭の居場所づくりや、保育所の定員の確保を始め一時保育、特

定保育等の保育サービスの充実など、計画に位置づけられた事業は概ね順調に進捗し

ています。しかし、依然として少子化の流れに歯止めがかからない中、息の長い総合

的な対策が必要であることから、本県では、より一層社会全体で子育てを応援してい

くため、平成 22 年(2010 年)3 月に「あいち はぐみんプラン」（第二次愛知県少子化

対策推進基本計画）を策定しました。 
 
○ 現在、国において検討が進められている子ども・子育て新システム（子どもの育ち

や子育てを社会全体で支援する一元的な制度）においては、子ども・子育て施策の実

施主体を市町村とし、国や都道府県が重層的に市町村を支援する仕組みを構築してい

くこととされており、今後の議論を注視しながら、県民が家庭を築き、安心して子ど

もを産み育てることができる社会を目指していくことが大切となります。 
 

国の 動き 本県 の動 き

平 成 15年 度 （2002年 度） 少子 化社 会 対策 基本 法施 行

次世 代育 成 支援 対策 推進 法
施行

平 成 16年 度 （2004年 度） 少子 化社 会 対策 大綱 策定
あ い ち 子 育て ・子 育ち 応援 プ
ラ ン策 定

子ど も・子 育て 応 援 プラ ン策 定

平 成 18年 度 （2006年 度）
新しい 少子 化 対策 につ い て 策
定

健 康福 祉 部子 育て 支援 課設
置

少 子化 対 策推 進条 例 制定

平 成 19年 度 （2007年 度）
子ど もと家 族を 応援 す る日 本
重点 戦略 策 定

あ い ち子 育て 応 援 宣言

平 成 20年 度 （2008年 度）
子 育て 応援 の日 （はぐ み ん
デ ー ）開 始

平 成 21年 度 （2009年 度） 子ど も・子 育て ビ ジ ョン策 定 あ い ち は ぐみ ん プラ ン策 定

平 成 22年 度 （2010年 度） 子ど も・子 育て 新 シ ス テ ム 検 討

年 　度

【国 ・県 の 動き】

 
 
 
 
○ 平成 15 年（2003 年）にそれまでの行政が行政処分によりサービスを決定する措置

制度から、利用者自身によるサービス選択の尊重、サービス提供の効率化などを目的

として障害のある人が自らサービスを選択し、事業者と対等な関係で、契約によりサ

ービスを利用する仕組み（支援費制度）に改められました。 
その後、平成 17 年(2005 年)には支援費制度の対象となっていなかった精神障害も

含めた 3 障害の一元化や就労支援の強化、地域生活移行の推進を図ることを目指した

第 3 分野：障害者の主体性を尊重した保健福祉サービスの確立 
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「障害者自立支援法」が制定されました。 
 
○ これに基づき、障害福祉サービスの基盤整備を計画的に進めるため、本県において

も障害福祉サービスの数値目標及び取組を定めた「愛知県障害福祉計画」を策定し、

グループホーム・ケアホームの整備や、障害者就業・生活支援センターの設置拡大な

ど、地域生活支援の充実と地域生活移行の推進を図ってきました。また、心身障害者

コロニー（春日井市）では、入所者の地域生活移行を推進するとともに、地域生活を

営む障害のある人をサポートする拠点センターへ転換するため、再編計画を進めてき

ました。 
 
○ 発達障害者支援法の施行（平成 17 年(2005 年)4 月）に先駆け、平成 15 年(2003 年)5

月には、発達障害のある人や家族の専門的な支援を行うため、心身障害者コロニー内

にあいち発達障害者支援センターを設置し、これまで総合的な支援を行ってきました。

また、障害者自立支援法により支援の対象となる障害の広がりに対応し、平成 18 年

(2006 年)10 月より名古屋市総合リハビリテーションセンター（名古屋市瑞穂区）を

高次脳機能障害の支援拠点機関として指定し、高次脳機能障害への総合的な支援を推

進してきました。 
 
○ さらに、うつや自殺、ひきこもり等、心の健康にかかわることが大きな社会問題と

なり、平成 18 年(2006 年)10 月に「自殺対策基本法」が施行されました。本県におい

ても、平成 19 年(2007 年)よりメンタルヘルス相談窓口等の相談体制を強化するとと

もに、平成 20 年(2008 年)3 月に策定した「あいち自殺対策総合計画」や、「愛知県の

ひきこもり対策の推進について」（ひきこもり対策検討会議報告書）に基づき、心の

健康に関する支援体制の拡充を図ってきました。 
 
○ 現在、国において障害者制度改革の検討が進められていますが、その動向を注視し

つつ、障害のある人の地域生活を支える体制を整備していくことが必要です。 
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国の 動き 本県 の動 き

平 成 15年 度 （2002年 度） 支援 費制 度 開始
あ い ち発 達障 害 支援 センター
設 置

平 成 17年 度 （2005年 度） 発達 障害 者 支援 法施 行

平 成 18年 度 （2006年 度） 障害 者自 立 支援 法施 行
第 １期愛 知県 障 害福 祉計 画策
定

自殺 対策 基 本法 施行
愛 知県 心 身障 害者 コロ ニー 再
編 計画 策 定

平 成 19年 度 （2007年 度） 重点 施策 実 施５か年 計 画策 定 こ ころの 健康 推 進室 設置

あ い ち自 殺対 策 総合 計画 策 定

平 成 20年 度 （2008年 度）
第 ２期愛 知県 障 害福 祉計 画策
定

平 成 21年 度 （2009年 度） 障害 者制 度 改革 検討

年 　度

【国 ・県 の 動き】

 
 
 
 

 
○ 平成 12 年(2000 年)に介護保険制度が創設されて以来、県内における要介護（支援）

認定者は年々増加し、平成 20 年(2008 年)には 203,916 人とビジョン策定時（平成 13
年(2001 年)、122,255 人）の約 1.7 倍となっています。その間、本県では「愛知県高

齢者保健福祉計画」に基づき、介護サービスの提供基盤の整備を進めてきました。 
 
○ 平成 17 年(2005 年)の介護保険法の見直しにおいては、介護保険制度創設後、軽度

者の増加が著しかったことから予防重視型システムへの転換が図られるとともに、認

知症高齢者や高齢者世帯の増加などの課題に地域で適切に対応できるよう、地域密着

型サービスや地域包括支援センターが創設される等、地域における総合的・包括的な

マネジメント体制が整備されました。本県においても、高齢者を始め地域住民の身近

な相談窓口として、介護、福祉、保健、医療など地域ケアの中心的役割を担う地域包

括支援センターが、平成 21 年(2009 年)3 月 1 日時点で 176 か所設置されています。 
 
○ また、従来の「痴呆」が「認知症」へと改められ、これを機に「認知症を知り地域

をつくる 10 カ年」構想が打ち出されましたが、本県においても、認知症サポーター

の養成や認知症介護に関する研修の実施等、認知症者が安心して暮らせる地域づくり

を進めてきました。 
 
○ 平成 18 年(2006 年)６月には、「健康保険法等の一部を改正する法律」が成立し、

療養病床の再編成が進められることとなりました。療養病床再編成の受け皿づくりを

含め、より一層の高齢化の進展を念頭に置いた将来的な医療・介護・住まい等のニー

第 4 分野：高齢者が健康で生きがいをもち、安心して暮らせる社会の実現 
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ズや社会資源の状況等に即した地域ケア体制の整備を推進していくため、平成 20 年

(2009 年)1 月に「地域ケア体制整備構想」を策定し、介護予防の推進や地域包括ケア

体制の構築等の取組を進めてきました。 
 
○ 平成 22 年(2010 年)4 月には、介護予防、認知症予防及び高齢者虐待防止などの機

能を持つ「あいち介護予防支援センター」をあいち健康プラザ内に、全国で初めて常

設機関として設置し、介護予防等を担う人材の育成や、介護予防プログラムの開発、

市町村等への助言や支援等、高齢者への総合的な支援を実施しています。 
 
○ 今後、都市圏における急速な高齢化の進行が見込まれており、本県においても高齢

者の急増に着実に対応していく必要があります。現在、国において検討が進められて

いる制度改革の動向を注視しつつ、高齢者のニーズや状態の変化に応じて、様々なサ

ービスが切れ目なく提供される、地域包括支援センターを中心とした地域ケア体制を

整備していくことが必要です。 
 

国の 動き 本県 の動 き

平 成 11年 度 （1998年 度）
第 １期愛 知県 高 齢者 保健 福祉
計 画策 定

平 成 12年 度 （1999年 度） 介護 保険 制 度開 始

平 成 14年 度 （2001年 度） 第 ２期愛 知県 高 齢者 保健 福祉
計 画策 定

平 成 17年 度 （2005年 度）
改正 介護 保 険法 施行 （予防 重
視型 システムへ の転 換等 ）

第 ３期愛 知県 高 齢者 保健 福祉
計 画策 定

認知 症を 知り地 域を つくる10カ
年構 想策 定

平 成 18年 度 （2006年 度）
高齢 者に 対 する虐 待の 防止 、
高齢 者の 養 護者 に対 する支 援
等に 関する 法律 施 行

健康 保険 法 等の 一部 を改 正す
る法 律施 行（療 養病 床の 再 編
等）

平 成 19年 度 （2007年 度） 地 域ケ ア体 制整 備構 想 策定

平 成 20年 度 （2008年 度）
安心 と希望 の介 護 ビジョン策
定

第 ４期愛 知県 高 齢者 保健 福祉
計 画策 定

平 成 22年 度 （2010年 度）
あ い ち介 護予 防 支援 センター
設 置

年 　度

【国 ・県 の 動き】
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○ 利用者の立場に立った社会福祉制度を実現するため、平成 12 年(2000 年)の「社会

福祉事業法」（改正後「社会福祉法」に名称変更）等の改正により、措置制度から利

用制度へと移行しました。 
利用制度化にあたっては、利用者が契約の主体となることから、利用者の利益や権

利を保護し安心して適切にサービスを選択・利用できるよう、福祉サービスの的確な

情報提供、苦情解決システムの充実、権利擁護などを進めるとともに、営利法人等の

民間参入が拡大したことから、第三者評価事業の推進等により福祉サービスの質の向

上を図ってきました。 
 
○ 「21 世紀あいち福祉ビジョン」策定後、平成 14 年(2002 年)に「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律」（DV 防止法）及び「ホームレスの自立の支

援等に関する特別措置法」が相次いで施行されました。 
DV 防止法が施行されたことを受け、本県では「愛知県婦人相談所」を「愛知県女

性相談センター」に改称するとともに、「配偶者暴力相談支援センター」としての機

能を付与し、県内 7 か所の駐在室と合わせて相談支援等を実施しています。 
また、ホームレス対策については、平成 16 年(2004 年)に「愛知県ホームレス自立

支援施策等実施計画」を策定し、ホームレスの自立の支援等を行い、5 年間の計画期

間内 1,500 人以上の自立目標に対し、3,730 人のホームレスが自立しました。 
 
○ ボランティアや NPO は、地域福祉の推進、健康福祉のまちづくりの重要な担い手

となっており、愛知県及び県内全市町村社会福祉協議会のボランティアセンターに登

録されているボランティア数も、平成 22 年（2010 年）4 月 1 日現在 210,334 人と平

成 17 年（2005 年）4 月 1 日現在と比較して約 33,000 人増加しています。 
こうした中、平成 19 年度(2007 年度)に全国ボランティアフェスティバルを愛知県

で開催し、ボランティア活動の普及啓発や活動に対する気運の醸成が図られました。

また、平成 21 年度(2009 年度)までに、県内全市町村の社会福祉協議会のボランティ

アセンター職員が、ボランティアのコーディネータ能力を高めるため、愛知県社会福

祉協議会が実施している「ボランティアコーディネーター養成講座」を修了し、さら

なる地域福祉の向上が図られています。 
また本県では、平成 16 年(2004 年)5 月発行の「あいち協働ルールブック 2004」に

基づき NPO との協働促進を図っており、2004(平成 16)年 8 月末時点で 499 団体で

あったルールブック賛同団体は、平成 22 年(2010 年)6 月末時点では 798 団体に増加

しています。 
 
○ さらに平成 22 年(2010 年)6 月には、政府の「新しい公共」円卓会議において「新

しい公共」宣言がまとめられるなど、住民、NPO や企業等の事業者、行政の協働の

拡大、強化が求められており、今後は多様な主体による支えあいを推進していくこと

で、地域の健康福祉力を向上させることが一層重要となっています。 

第 5 分野：県民が安心して利用できるサービス提供システムの構築 
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Ⅱ 社会の動きと今後の課題 

 

 

○ 平成 21 年(2009 年)時点での本県の老年人口（65 歳以上）は 1,471 千人（総人口の

19.8％）ですが、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」によると、平成

27 年(2015 年)には 1,774 千人（同 24.0％）、さらに平成 37 年(2025 年)には平成 21
年(2009 年)の約 1.3 倍となる 1,925 千人（同 26.5％）に達すると見込まれています。

（図 1・表 1） 
 
○ 既に超高齢社会にある全国の推移（平成 21 年(2009 年)：22.7％、平成 27 年(2015

年)：26.9％、平成 37 年(2025 年)：30.5％）と比較すると、本県の高齢化率は 3～4％
程度下回っており、人口構成は若いと言えますが、これまで日本の経済成長を支えて

きた団塊の世代（昭和 22 年(1947 年)～昭和 24 年(1949 年)生まれ）が 65 歳以上とな

る平成 24 年(2012 年)から平成 26 年(2014 年)には、全国を上回るペースで老年人口

が増加すると見込まれます。中でも、現在高齢化率が比較的低い都市部や新興住宅地

等で、老年人口が急増する傾向にあります。（図 2） 
 
○ 団塊の世代が 65 歳以上となる平成 27 年(2015 年）をピークに本県の高齢化率上昇

のスピードは緩やかになりますが、75 歳以上高齢者については増加が著しく、団塊

の世代が 75 歳以上に到達する平成 37 年(2025 年)には 1,153 千人と、平成 21 年(2009
年)の 629 千人の 2 倍近くになるとともに、高齢者のみの世帯や単身世帯の増加も見

込まれています。特に 65 歳以上高齢者単独世帯数が、平成 22 年(2010 年)の約 22 万

世帯から、平成 37 年(2025 年)には約 36 万世帯へと急増していきますので（図 3）、
こうした世帯構成の変化にも的確に対処していくことが大切です。 

終末期も含めて長くなる高齢期をどう迎えるかが、高齢者一人ひとりにとっても社

会にとっても大きな課題となり、今の段階から、多様化する住民のニーズや、増加す

る医療と介護に対する需要への対応、さらには心身ともに健康で自立している期間

（健康寿命）の伸長など、超高齢社会に着実に対応していく必要があります。 

 

 (1) 超高齢社会の到来 
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65 歳以上 65 歳以上の割合  
0～14歳 15 ～ 64

歳  
65～74歳 75歳以上

計 
 65～74

歳 
75歳 
以上 

(Ｈ21)2009 17,010 81,493 29,006 15,296 13,710 127,510 22.7 12.0 10.8

(Ｈ27)2015 14,841 76,807 33,781 17,329 16,452 125,430 26.9 13.8 13.1全
国 

(Ｈ37)2025 11,956 70,960 36,354 14,687 21,667 119,270 30.5 12.3 18.2

(Ｈ21)2009 1,086 4,859 1,471 842 629 7,418 19.8 11.4 8.5

(Ｈ27)2015 945 4,673 1,774 964 810 7,392 24.0 13.0 11.0
愛
知
県 (Ｈ37)2025 781 4,570 1,925 772 1,153 7,276 26.5 10.6 15.8

資料：国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口 

人口（年齢区分別）の将来推計 （図 1） 

全国 愛知県 

0歳～14歳 15歳～64歳 65歳～74歳

75歳以上 65歳～74歳の割合 75歳以上の割合
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資料：国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口 
 
 

65 歳以上人口が総人口に占める割合（％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H21（2009） H37（2025） 

高齢化率（%） 高齢化率（%） 都道府県 65 歳以上 

人口（千人）   順位 

65 歳以上 

人口（千人）   順位 

増加数 

（千人） 

伸び率 

（%） 
順位 

沖縄県 241 17.4 47 354 24.7 47 113 46.9 1

埼玉県 1,427 20.0 44 2,005 29.7 42 578 40.5 2

千葉県 1,292 21.0 41 1,782 30.3 38 490 37.9 3

神奈川県 1,789 20.0 45 2,426 27.3 43 637 35.6 4

滋賀県 284 20.2 43 378 27.2 44 94 33.1 5

… 

愛知県 1,471 19.8 46 1,925 26.5 45 454 30.9 8

… 
山口県 400 27.5 4 450 36.0 3 50 12.5 42

山形県 319 27.1 5 356 34.5 12 37 11.6 43

和歌山県 268 26.7 8 299 35.3 5 31 11.6 44

秋田県 317 28.9 2 352 38.6 1 35 11.0 45

高知県 217 28.3 3 240 35.8 4 23 10.6 46

島根県 208 29.0 1 225 36.2 2 17 8.2 47

全国  29,006 22.7   36,354 30.5   7,348 25.3   

市町村別の高齢化率の推移 （図 2） 

Ｈ21（2009 年） Ｈ37（2025 年） 

都道府県別の高齢化の伸び率（表 1） 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口 

世帯構成の将来推計（世帯主 65 歳以上） （図 3） 

全国 愛知県 

単独（男） 単独（女） 夫婦のみ その他
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○ 昭和 45 年(1970 年)以降、本県の出生数は、第 2 次ベビーブーム（昭和 46 年(1971
年)～昭和 49 年(1974 年）)である昭和 48 年(1973 年)の 125,395 人をピークに減少傾

向にあり、昭和 61 年(1986 年）に 80,000 人を割り込んでからは、70,000 人前後で推

移し、平成 17 年（2005 年）は 70,000 人を下回りました。（図 4） 
 
○ 合計特殊出生率については、昭和 46 年(1971 年)の 2.28 以降減少傾向にあり、平成

15 年(2003 年)に 1.32 と過去最低となった後、第 2 次ベビーブーム世代（昭和 46 年

(1971 年)～昭和 49 年(1974 年)生まれ）が出産期を迎えたこと等により平成 21 年

(2009 年)は 1.43 で、都道府県別では第 17 位（3 大都市圏では最も高い数値）となっ

ています。少子化の背景には、結婚や生き方に対する価値観の変化、若者の経済基盤

の不安定化や出会いの場の減少により結婚の意思があるものの結婚していない若者

の増加、仕事と子育ての両立の難しさ等の様々な要因があります。 
 
○ この先、出生率が維持されるとしても 30 歳代後半を迎えた第 2 次ベビーブーム世代

以降の各世代の人口は減少してきていることから、今後の出生数は減少していくと考

えられます。国全体では平成 19 年(2007 年)から死亡数が出生数を上回り既に人口減

少の傾向にあります。本県では平成 21 年(2009 年)時点では出生数が死亡数を 14,000
人余り上回っていますが（他の大都市圏と同様の傾向）、平成 27 年(2015 年)から平

成 32 年(2020 年)をピークに人口減少に転じると見込まれます。人口の減少は、生活

や産業、まちづくりなど様々な面に大きな影響を及ぼすと考えられます。 
 
○ また、生産年齢人口の割合が減少するなど急激に人口構造が変化し（図 5）、医療、

介護サービスの増大に伴う現役世代の負担の増加などが見込まれることから、少子化

対策を推進し、この変化を少しでも緩やかにしていく必要があります。 

 (2) 進む少子化と人口減少社会の到来 
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出生数と合計特殊出生率（愛知県・全国）
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資料：厚生労働省 人口動態統計、愛知県衛生年報 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口 

愛知県内の出生数と合計特殊出生率の推移 （図 4） 

人口ピラミッド （図 5） 
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○ 産業構造の変化や都市化の進展等により三世代同居世帯が減少し、代わって核家族

や夫婦のみの世帯、単身世帯が増加するなど世帯員が減少しつつあり、本県の平成

21 年(2009 年)の平均世帯人員数は 2.52 人となっています（図 6）。平成 37 年(2025
年)には、さらに減って 2.37 人になると見込まれており、特に単身世帯（中でも高齢

単身世帯）の増加が大きくなると予測されています。また、平成 14 年(2002 年)をピ

ークにやや減少傾向にあった離婚件数も平成 21 年(2009 年)は増加に転じており（図

7）、さらにはひとり親世帯の増加も見込まれます。（図 6） 
 

○ 内閣府「平成 21 年度男女共同参画社会に関する世論調査」によると、「結婚は個人

の自由であるから、結婚してもしなくてもどちらでもよい」という考え方について賛

成と回答した割合が、20 歳代と 30 歳代でともに 6 割を超えています（図 8）。また、

若い世代ほど、結婚や出産を必ずしも必要としないと考える割合が高くなるなど、家

庭や結婚に対する価値観も大きく変化しています。 
 
○ 親の長時間労働や子どもの塾通い、テレビゲームやインターネットの普及や個室化

など、家族が個別に行動する時間の増加や、離れて暮らす家族の増加等により、家族

のつながりが弱まる傾向にあります。また、子育てや介護に関しても家族以外の外部

サービスへのニーズが高くなっているなど、家族のあり方が変化してきています。 
したがって、家庭の機能を社会が支えるとともに、家庭のつながりの大切さを今一

度見つめ直す必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

世帯構成の将来推計 （図 6） 

全国 愛知県 

資料：国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口

 (3) 家庭の変化 
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昭和56年を100としたときの離婚件数・婚姻件数の推移
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資料：愛知県の人口動態統計（概数）の概況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：内閣府 平成 21 年度男女共同参画社会に関する世論調査 

結婚・子どもに関する意識調査 （図 8） 

「結婚は個人の自由であるから、結婚してもしなくてもど

ちらでもよい」という考え方について 

「結婚しても必ずしも子どもをもつ必要はない」という考

え方について 

離婚件数・婚姻件数の推移 （図 7） 

S56 

離婚件数：6,986 件 

婚姻件数：41,941 件 

14,514 

45,790 

15,446 
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○ 生活圏の拡大や職住分離といった生活スタイルの変化、また近所に住んでいても深

い近隣関係を望まない人の増加など（図 9）、人々の意識の変化とも相まって、地域

におけるつながりが希薄になっていると感じる人が増加しています。また、町内会や

自治会といった地縁組織への参加頻度が低下するとともに、活動へ参加する場合でも

慣習やルールとして半ば義務的に参加している人が多く、地縁組織による活動は低調

となっています。 
 
○ こうした中、児童虐待や家庭内暴力、社会的に自立できない若者の問題、一人暮ら

し世帯での孤独死などの事件・事象が社会問題化しています。また、先般、消息不明

の高齢者が相当数いることが大きなニュースとなり、地域のつながりの希薄化が改めて

問題になっています。 
 
○ その一方では、ボランティア活動や NPO などの新しい機能的団体による支え合い

の活動が活発になってきており、特定非営利活動促進法の施行（平成 10 年(1998 年)）
以降 10 年余りで、本県における NPO 法人の認証数は、平成 22 年(2010 年)3 月末現

在 1,312 法人へと飛躍的に増加しています。 
 
○ 社会経済活動のグローバル化により増加する外国人や、職住分離で夜しか家にいな

い人、単身世帯や共働き世帯の増加など地域で生活する人やその活動スタイルは多様

となっています。また、三河山間地域など人口減少・高齢化が進み、地域社会の維持

すら困難になると見込まれる地域もあります。さらには、福祉サービスや医療サービ

スを始めとする地域資源の状況や、住民構成、住民意識等の地域特性を反映して、生

活上の課題も地域によってそれぞれ異なるものとなることから、地域の課題を地域で

発見し解決することが有効な方法です。 
 
○ 地域によっては、NPO やボランティアといった機能的団体の活動組織が十分でない

ところもあり、また地域偏在もあると考えられ、さらに、こうした機能的団体と自治

会・町内会といった地縁組織とが十分に連携していない地域が多いと指摘されていま

す。これらの団体はともに地域における支え合いの重要な担い手であるため、行政や

企業等も含め多様な主体が協働して、多様化する地域の課題の解決を図る力を高めて

いくことが必要となります。 

 (4) 地域社会の変化 
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S48

(1973)

S53

(1978)

S58

(1983)

S63

(1988)

H5

(1993)

H10

(1998)

H15

(2003)

会ったときに、あいさつする程度の付き合い あまり堅苦しくなく話し合えるような付き合い

何かにつけ相談したり、助け合えるような付き合い その他

わからない・無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：平成 19 年度 国民生活白書 

 
 
 
○ 短時間勤務や非正規雇用、変則勤務など様々な働き方が広がるとともに、共働き世

帯の増加（図 10）や家族形態の多様化など働き方や家族のあり方が多様になってい

ます。働き方の多様化により、休日保育や延長保育など子育て支援のニーズが広がる

といったように、ライフスタイルの多様化に伴い、生活を支えるサービスへのニーズ

も多様複雑になっています。 
 
○ 画一的・集団主義的な傾向から、集団よりも個を重視する傾向が強まり、一人ひと

りの多様な価値観に基づく自分らしい生き方を望む傾向が強くなっています。健康福

祉分野のサービスにおいても、家庭や地域においてその人らしい生活が送れるよう、

個々の多様なニーズに応じてサービスを選択できることが求められます。 

 (5) 健康福祉ニーズの多様化・複雑化 

隣近所との望ましい付き合い方、困ったときの助け合いの意識 （図 9） 
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○ 安心・安全な出産や高齢者の医療ニーズの増大への対応が必要となってくる一方で、

新医師臨床研修制度の影響や勤務医の過酷な勤務状態などを背景に、病院における勤

務医の偏在、診療科の閉鎖、縮小事例などの診療制限が行われています（表 2）。医

療関係者などの努力により救急医療を始めとする地域医療体制は何とか確保されて

いますが、診療制限の状況は改善しておらず、不安や不便が指摘されています。 
 
○ 平成 21 年(2009 年)春以降に世界的に大流行した新型インフルエンザの強毒性への

転換や、新しいタイプの感染症の発生も危惧されており、地域における対応を強化し

ていく必要があります。 

 (6) 安心を支える社会システムへの信頼感の低下 

共働き世帯の増加 （図 10） 

（注） 

1. 昭和 55 年から平成 13 年は総務省「労働力調査特別調査」（各年 2 月、ただし、昭和 55 年か

ら 57 年は各年 3 月）、平成 14 年以降は「労働力調査（詳細結果）」より作成。 

2. 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労

働力人口及び完全失業者）の世帯。 

3. 「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。 

4. 昭和 60 年以降は「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供からなる世帯」

及び「夫婦、子供と親から成る世帯」のみの世帯数。 

5.「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細結果）」とでは、調査方法、調査月などが相違

することから、時系列比較には注意を要する。 

資料：平成 20 年度厚生労働白書 
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○ 本県の自殺者数は、平成 10 年（1998）年に急増して以来、毎年 1,500 人前後の水

準で推移しています（図 11）。1 人の自殺者には 10 倍の未遂者がいると言われてお

り、さらに家族や友人などの周囲の人々が受ける心理的影響を考慮すると、本県にお

いて毎年 10 万人以上の人々が自殺問題に苦しんでいるといえます。 
 
○ 平成 20 年(2008 年)秋以降の経済危機による解雇や雇い止めなどを背景に、生活保

護受給世帯が急増するとともに（図 12）、生活保護受給者や生活困窮者から利益を得

るいわゆる貧困ビジネスの問題も表面化しています。今後ますます社会経済状況の変

動が大きくなることが見込まれる中、生活のセーフティネットを強化していくことが

求められます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2 次医療圏 病院数 医師不足のため診療制限している病院数 
※（ ）内は「病院数」に対する割合 

名古屋 132 28（21.2％） 
海部 11 2（18.2％） 

尾張中部 5 0 （0.0％） 
尾張東部 19 2（10.5％） 
尾張西部 20 6（30.0％） 
尾張北部 24 6（25.0％） 
知多半島 20 6（30.0％） 

西三河北部 19 4（21.1％） 
西三河南部 38 6（15.8％） 
東三河北部 6 1（16.7％） 
東三河南部 38 10（26.3％） 

計 332 71（21.4％） 

医師不足のため診療制限をしている病院（平成 22 年 6 月末） （表 2） 

資料：愛知県健康福祉部 
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平成9年を100としたときの自殺者数の推移
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資料：警察庁生活安全局生活安全企画課 平成 21 年中における自殺の概要資料 

愛知県精神保健福祉センター 愛知県の自殺の現状 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：第 6 回愛知県累計統計表 (13)社会保障 生活保護法による扶助状況 

国立社会保障・人口問題研究所 被保護実世帯数・保護率の年次推移 

愛知県生活保護速報、厚生労働省社会・援護局保護課生活保護速報 

自殺者数の推移 （図 11） 

生活保護受給世帯数の推移 （図 12） 

愛知県：1,115 人 

全国：24,391 人 

1,633 

34,427 

1,623 

32,845 

愛知県：18,825 世帯 

全国：780,507 世帯 

愛知県：43,911 世帯 

全国：1,274,239 世帯 
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○ 地方分権の進展に伴い、国、県、市町村の役割分担が見直され、生活に密着した福

祉サービスは、市町村が主体となって、きめ細かく提供できるような仕組みへと変化

していきます。都道府県においては、広域的な調整や専門性が要求されるサービス提

供などの役割が重要になります。 
 
○ 行政機関がすべての公共サービスを提供するのではなく、住民、非営利団体、企業

等、地域社会にかかわる各主体によって、地域に必要な公共サービスが提供されるよ

うになりつつあり、こうした多様な民間主体との協働を進めていくことが必要となり

ます。 
 
 
 
 
 
 

 (7) 地方分権の進展 
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Ⅲ 新たなビジョンの策定 

 

１．新たなビジョン策定の意義 

 
（多様で量的・質的に変化するニーズへの対応） 

○ 本格的な超高齢社会へのソフトランディング、少子・人口減少社会への対応、障害

者が地域で安心して暮らせる社会の構築、虐待への対応、ひとり親家庭への支援、地

域医療の確保や自殺対策など、健康福祉分野には様々な課題が山積しています。また、

高齢化の進展等に伴い、ニーズが量的に拡大するとともに、社会情勢の変化に伴い質

的にも多種多様となっており、それらへのさらなる対応が求められています。 

 

（多様な主体の連携と協働） 

○ 多種多様な健康福祉の地域課題を解決していくには、多様な主体が自助・互助・共

助・公助の役割分担を踏まえつつ、連携・協働して支え合う地域づくりを進めていく

ことが必要です。このビジョンは県民一人ひとり、ボランティア、NPO、民間事業

者、行政等で本県健康福祉の進むべき方向を共有するための基本指針となるものです。 

 

（県の役割の明確化） 

○ なお、健康福祉分野では、従来から市町村が中心となってサービスを提供してきま

したが、「子ども・子育て新システム」など、これからより一層、住民に身近な市町村

が主体となって施策を展開する方向が打ち出されています。このビジョンにおいて、

広域的な調整や専門性の高い部分の対応等、広域自治体にふさわしい県の役割を明確

にしていきます。 

 
 

２．ビジョンの性格 

 
 
○ 平成 27 年(2015 年)に向けた地域づくりの基本方針を示した「政策指針 2010－2015」

では、基本課題として「いのちを守る『安心・安全』の社会をつくる」、「誰もが『希

望』を持って活動できる社会にする」等が掲げられています。 
このビジョンは、「政策指針 2010－2015」を踏まえ、中長期的な視点に立って、健

康福祉分野のこれからの方向性や各分野に共通する視点、主要な取組を示し、各分野
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の個別計画と一体となって、本県の健康福祉を推進していくものです。 
  なお、福祉分野と医療は密接に関連しており、その連携が重要であることから、今

回のこのビジョンでは新しく医療分野を加え、健康福祉全般を対象とします。 

 

○ また、従来のビジョンは、福祉分野の総合計画という位置付けであり、別途実施計

画も策定していましたが、現在、健康福祉関係の個別計画も充実し体系化されてきた

ことから、施策・事業の実施計画についてはそれぞれの個別計画に委ねることとしま

す。 

 
○ なお、このビジョンは、社会福祉法に定められた「都道府県地域福祉支援計画」及

び障害者基本法に定められた「都道府県障害者計画」の性格を併せ持つものです。 
 
○ 教育や産業労働、建設など他の分野で密接に関連する事項についても取り上げると

ともに、他の分野のプランとの整合性を図ったものとします。 

        

一体となってあいちの健康福祉を推進

○ 2010年（平成22年）から2015年（平成27年）までの6年間
　の地域づくりの羅針盤、2015年（平成27年）に向けた地域
　づくりの基本方針

○ 基本課題として「いのちを守る『安心・安全』の社会をつく
　る」、「誰もが『希望』を持って活動できる社会にする」等を
　提示

政策指針2010-2015

○ 「政策指針2010－2015」を踏まえ、中長期的な
  視点に立って、目指すべき健康福祉社会の姿や
　健康福祉の各分野を横断する視点、主要な取組
　を示す

新しいあいちの健康福祉ビジョン

○ 計画に基づき事業を実施
　・ 愛知県高齢者保健福祉計画 （平成21～23年度）
　・ あいち はぐみんプラン （平成22～26年度）
　・ 愛知県障害福祉計画 （平成21～23年度）
　・ 健康日本21あいち計画 （平成20～24年度）
　・ 愛知県地域保健医療計画 （平成18～22年度） 等

健康福祉関係の個別計画

 

３．ビジョンの期間 

 
 
○ ビジョンの計画期間は、「政策指針 2010－2015」と一体となって健康福祉を推進す

るため、中長期（概ね平成 37 年（2025 年））を見据えた平成 23 年（2011 年）から

平成 27 年(2015 年)までとします。 


